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２．対象・目的・内容
農業の担い手不足が深刻化する中、作業能率の向上・生産コスト低減を目的とした農機具等購入助成及び周年栽培
に取り組むための園芸用

年

施設助成を行うことにより、担い手の育成・確保を図る。

事 業 概 要

認定農業者、集落営農組織、農産物生産グループ、特産開発グループ、畜産農家グループ、北はりま農産物直売所
事業の対象 出荷者協議会会員等

（誰・何を

度

）

担い手の意欲を高めるとともに、農業経営基盤の強化・安定化を図る。
事業の目的

（どういう状態

にするために)

農機具等購入助成
事業の内容 園芸用施設助成

（どういう内容

を行うのか)

平成２６年度　当初予算事業の概　 要説明書
（兼評価説明書） 1 頁

３．年度別事業費 （単位：千円）
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総合評価
農業の担い手不足が深刻化する中で、認定農業者や各種営農組織等担い手農家の育成確保は重要な振興施策の一つ

評 である。担い手となる農業従事者の拡充が望めない中、農家離れを防ぐためにも、担い手への支援

事

施策は必要であ

説 明 ると考える。
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業の概要説明

５．事業の実績・目
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② 経 費 （ 千 円 ）

単位当たりのコスト

指 標 名 交付件数 単　位 件

説 明 や 数 式 補助金の交付件数
成 果
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単位当たりのコスト 32.5 48.75
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② 経 費 （ 千 円 ）

単位当たりのコスト

機械導入等により農作業の効率化及び生産性の向上を図ろうとする担い手農家等から申請を受付け、経営基盤の強
実績・成果 化への寄与を審査して補助金の交付を行ってい

　

る。
　　農機具等購入助成金　　　　3,904,000円　(9件)

等 の 説 明 　　園芸用施設助成金　　　　　　575,000円　(6件)
　　地域農業活性化対策補助金　　 50,000円　(1件)

６．評価
評 価

当

事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 5

１ ポイント 直接のサービスの相手方 2 受益者負担の適切さ 3 市民ニーズの把握 5
事 業 の 継続実施

次 総合評価
　認定農業者等への助成は、生産性の向上のほかに経

初

営規模の拡大志向を助長させる効果もあり、担い手農家の育

評 成・確保を図る重要な施策になっている。また、農産物直売所出荷者への機械助成及びハウス助成(リース含)では

説 明 、直売所への集出荷で一定の効果が見ら

予

れ、地産地消を定着させるためにも事業の継続を望む。

価

評 価 事業の優先度(緊急性) 4 事業の必要性 1 実施主体の妥当性 4

２ ポイント 直接のサービスの相手方 1 受益者負担の適切さ 5 市民ニーズの把握 3
事 業 の 継続実施
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